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1. はじめに 

我が国では、 近年、 業種によっては 研究開発投資が 設備投資を上回るなど、 従来のように 研究開発が産業 

活動へと結びつき、 その結果研究開発がより 活発に行われるという 循環が見られなくなってきたといわれる。 

そのため研究開発の 効率化を図ろ うと 、 研究開発プロセスにおけるボトルネ 、 ック ( 死の谷 ) の克服に取り 組 

むなどの活動を 行っている。 しかし、 技術フロンティアに 立ち至った我が 国の産業は、 このようなアプロー 

チとは別に新たな 研究開発体制を 確立し、 そこから新技術、 新産業を生み 出していくという 考えを持つ必要 

が 出てきているように 思われる。 また、 企業では近年、 外部との連携による 研究開発を重視し 、 進める傾向 

にあ る。 企業間または 産学官の連携によって 市場創造を行うための 研究開発が、 これから非常に 大きな役割 

を 担うと考えられる。 

2. 研究目的 

こうした企業間または 産学官連携によるイノベーションモデルとして 最近注目を浴びているのが、 ターゲ 

、 ソ トドリブ ン 理研究開発モデルであ る。 ターゲットドリブ ン 理研究開発モデルは、 まず明確なユーザニーズ 

を設定し、 それに向けて 必要な要素技術 ( 基礎研究から 実用化に至るまで ) を同時並行に 開発、 最短時間で 

最適解を導こうという 研究開発スタイルであ る。 この研究開発スタイルは 、 「この 指 とまれ」モデルとも 呼ば 

れる。 開発の前段階から 情報を広く公開し、 賛同するものから 協力者、 開発資金を得て 開発を行っていく。 

販売段階まで 情報が公開されないリニアモデルやクラインモデルとは 大きく異なった 研究開発のスタイルと 

いえる。 ターゲットドリブ ン 理研究開発は、 東北大学の大貝忠腔教授の 研究開発スタイルをモデル 化したも 

のであ るとされ、 現在、 東北大学未来情報産業研究館を 中心に数多くのプロジェクトが 実施されている。 

本研究では、 まずこの東北大学でのターゲットドリブ ン型 研究開発の事例をまとめ、 その後重要と 思われ 

る 各種要素について 分析・考察を 加えていく。 
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図 1. ターゲットドリブンモデル 
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3. 東北大学の取り 組み 

3. 1  未来情報産業研究 館 

ターゲットドリブ ン型 研究開発のプラットフォーム 機能を果たす 東北大学未来情報産業研究 館は 、 2 0 0 

2 年すべて民間企業からの 寄付金によって 建設され、 その後大学へ 寄付という形でできた 研究センタ一であ 

る 。 現在この中では DUIN プロジェクト、 HALCA プロジェクト、 高密度プラズマプロジェクトなど 非常に大 

規模なプロジェクトを 多数同時進行で 行っている。 これらはどれも 半導体産業分野における 研究開発であ り、 

ターゲットドリブ ン 理研究開発が 行われている。 このうち最近の 主な成果としては、 高密度プラズマプロジ 

ェクトの中のひとつであ った産学連携による「大口径・ 高密度プラズマ 処理装置の開発プロジェクト」 ( 平成 

1 0 年度通産省第姉次補正予算プロジェクト (5.4 億円 ) 、 東北大学大見研究室、 東京エレクトロン ( 株 )) で 

半導体産業の 競争力強化への 貢献などから 大見教授が 2 0 0 3 年産学官連携功労者表彰を 受けた。 

3. 2  研究組織 

東北大学では 以前より研究室の 大講座制度が 存在し、 非常に大規模な 研究組織を持つことができる 体制が 

整っている。 ターゲットドリブ ン 理研究開発を 行っている大見研究室は、 教授 4 名、 助教授 6 名、 助手 8 名、 

博士課程 2 5 名など総勢で 1 1 5 名という大きな 研究室となっている。 この中には企業からの 派遣研究員な 

どが多く在籍し、 共同で研究を 行っている。 

4. 分析 

4. 1  定義 ( ターゲットドリブ ン とは ) 

ヒアリンバ調査等を 通じてターゲットドリブ ン理 研究開発は 、 " プロデュー サ によるコーディネードに よ 

って指導されるということが 分かった。 大貝教授らは 5 年後や 1 0 年後、 さらには 2 0 年後の技術体系の 洞 

察から、 将来の実社会において 必要だと思われる 製品 像 アイデアを浮かべ、 それらに必要となる 具体的技術 

( ターゲット ) をブレイクダウンして 研究開発を実施している。 従来の大学研究と 大きく異なるの ほ 、 研究 

開発が将来の 明確な製品像から 導かれる技術開発をするというアプローチの 方法、 そして大学がこれまでの 

活動範囲であ った新しい研究開発だけに 留まらず、 ターゲットを 実現するために 必要となる別の 活動範囲 ( 例 

えば技術戦略、 経営戦略、 知的財産管理、 企業再編 ) などにまで広く 関わりプロデュース 活動を行っていく 

これら 2 点にあ ると思われる。 こうした活動全てを 担当するのが「プロデューサ」と 呼ばれる人物であ る。 

プロデュー サ は、 研究室において 研究開発現場を 指揮する当事者であ ると同時に 、 全ての活動に 対して責任 

を 持ってターゲットドリブ ン を推進する重要な 役割を担っている。 大 兄 研究室における 研究開発の場合、 こ 

の役割を担当しているのは 教授たちであ る。 

4. 2  事例 

東北大学大見研究室のターゲットドリブ ン 理研究開発のもっとも 大きな具体的ターゲットは 、 新しい半導 

体 デバイスを開発することにあ る。 超高性能半導体集積回路 ( 現在のものと 比べて動作速度 1 0 倍、 製造原 

価 1/10 の LSI) を従来とは異なる 新生産方式によって 作り出すことにあ る。 そうしたとき、 研究課題として、 

全く新しい半導体の 生産方式の確立が 必要になる。 半導体製造は、 数多くの分野の 技術が複合化された 一つ 

のシステムであ るために、 全く新しい技術システムを 組み上げるためには、 従来の装置、 製造ライン等から 

見直す必要があ るという。 そこで、 さらに具体的にプロデュー サ によって描き 出された理想の 形 ( 装置のコ 

ンパクト化、 瞬間立ち上げライン、 ガス排気系、 温度制御系、 ソフト検証等 ) を実現するために 非常に広範 
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な 分野における 課題を抽出、 設定する。 そして、 それら一つ一つの 解決のために 個別技術課題ごとに 研究開 

発 ( 基礎研究～実用化研究 ) を行っていく。 また、 時には企業との 連携、 企業間提携、 技術・知財戦略立案、 

ビジネスモデルの 構築等の研究開発以覚で 効率的な解決策の 設定・実行していく 必要があ る。 これらの課題 

解決はどれも 最短時間で最適解を 与えられるような 仕組みで行っていく 必要があ るため、 そういった仕組み 

づくり、 枠組み作りも 重要となっている。 課題の一つ - つの解決は、 研究室のプロデュー サ が担当している。 

以下の事例はターゲットドリブ シカ 研究開発の中で 実際に行われた 数多くあ るプロジェクト 例の中の三つで 

あ る。 

①高密度プラズマ 製造装置プロジェクトにおけるモジュール 型産学連携 

DUIN プロジェクトの 中のひとつとして 進められたこのプロジェクトでは、 将来の半導体製造革新に 向け 

た 一段階として、 新技術を活かすことのできる 戦略武器のひとつとして 高密度プラズマ 製造装置の開発 

を行った。 実際の装置開発は、 すべて産業界から 各技術要素においてコア 技術を持った 企業が集められ 

て 、 この装置開発にあ たった。 大学はプロジェクトにおいて 研究成果の提供、 企業のまとめ 役として機 

能した。 

②大型 TV プロジェクト 

このプロジェクトは、 大学がターゲットとしてあ げた製品像の 開発を実施する 例であ る。 ① 何 と同様、 

企業への呼びかけ、 まとめ 役 、 官への働きかけ ( 資金繰り ) 、 特許プール会社の 設置、 その他様々なコー 

ディネーションを 主導しながら 新製品、 新産業創出に 向けた研究開発に 取り組んでいろ。 

③ X 線露光超微細加工技術の 維持 

この例は、 将来のターゲット 実現に不可欠な 技術を国内に 維持するためのプロジェクト 例であ る。 民間 

企業で維持できない 装置を維持し、 国内から技術の 喪失を防ぐために 大学が装置維持に 必要な課題を 解 

決している。 装置管理会社を 設置し維持管理費用の 捻出を行 う ほか、 技術を共有し 研究コンソーシアム 

を組むなどビジネ、 スモデルを組み 上げ課題解決を 行った。 

5. 検討 

5. 1  研究開発体制 

東北大学のターゲットドリブ ン では、 大学と企業とが、 連携しやすい 仕組みが確立されていると 考えられ 

る。 ターゲットに 向けた基礎研究から 実用化研究まで 数多くの研究がなされているため 協力企業がそれぞれ 

の 思惑に合った 形で共同研究、 共同開発を進められるといったように、 連携が取りやすいのではないかと 考 

えられる。 また、 開発にあ たって大見研究室ではこれまでに 蓄積されてきた 技術知識をオープンにして 提供 

するため、 企業間提携による 研究開発に比べても 取り組みやすい。 例えば、 DIIN プロジェクトでは、 開発を 

担当する企業には 大見研究室が 持つ 1 5 0 0 件に及ぶ特許の 無料実施 権 が与えられるなど 参加する企業から 

見てもメリットがあ る。 

5. 2  プロデュー サ 

プロデュー サ の特徴は、 まず、 技術体系の洞察を 間違えることなく 行えることであ るという。 ターゲット 

ドリブ ン による研究開発は、 その点、 ターゲットが 間違ってしまうと、 実行すること 全てが間違った 方法で 

行われてしまうという 危険性があ る。 次に、 コーディネート 活動を行うときにはお 互いが win.win な 関係を 

築き上げられることが 重要だという。 これにはこれまでの 実績等はもちろん、 さらに戦略的な 要素も必要に 
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なると思われる。 大兄研究室では 産官学あ らゆる分野から 研究室に、 課題解決のために 必要な人材を 呼び込 

むことを積極的に 行っており、 戦略的にターゲットの 達成を図れるよ う に組織を形成して い こ う としている。 

実際、 企業から多くの 研究員を受け 入れたり、 特許関係の人材を 集めたりするなど、 ターゲットにむけた 課 

題の解決を行いながらも、 人脈・情報のネットワークを 拡大している。 

5. 3  産学連携 ( 大学のプロデュー サ としての役割 ) 

大学は非営利組織であ るため、 中立な立場にあ り、 企業の連携を 取りまとめる 役割を果たすには 適してい 

るといえる。 産学連携による 研究開発、 企業同士の連携をうまく 進めることは、 今後非常に重要であ る。 そ 

のため大学にプロデュー サ のような人材が 存在すれば、 ターゲットドリブ ン型 研究開発に限らずとも 産学 連 

携 による研究開発の 促進という面においても 非常に有効であ るように思われる。 そういった意味で、 プロデ 

ュー サ のような人材の 育成は大学、 産業界さらには 社会全体が考えるべき 課題として挙げられると 思う。 プ 

ロデューサ人材には 上記したとおり、 テクノロジーマネジメントの 卓越した資質や 能力が求められる。 具体 

的には技術洞察力、 計画能力、 評価能力、 組織化能力、 集団維持能力、 動機付け能力、 コーディネート 能力 

などが挙げられる。 

5. 4  研究開発分野 

半導体デバイスの 分野は、 技術の進歩が 非常に早いため、 他の技術分野に 比べて革新的変化への 依存が小 

さいといわれる。 そのため、 将来の技術体系を 洞察できるような 大学研究機関の 関わりがとりわけ 重要とな 

る 。 この背景がターゲットドリブ ン の実行を可能にしている 要素の一つとなっていると 考えることもできる。 

あ らゆる産業分野はその 形態、 性質が異なっているため、 この事例が他の 分野にそのまま 利用できるわけで 

はない。 それぞれの分野において 最適な研究開発の 仕組みが考えられ、 そういった枠組みを 考え出すことが 

重要になってくると 思われる。 

6. まとめ 

ターゲットドリブ ン型 研究開発にはプロデュー サ が存在しており、 その重要さが 理解できた。 プロデュー 

サは 将来の技術体系を 洞察することでターゲットを 定め、 研究開発の課題を 抽出している。 実際の研究課題 

の解決にはプロデュー サ だけでなくプレイヤーと 呼ばれる一つの 課題を解決できる 能力を持った 人物が解決 

を 担当する。 東北大学のこの 研究開発においても、 一番の課題はいかにして、 プロデュー サや プレイヤーと 

なる人材を育成していくかであ るという。 

人材を育成するという 課題の解決もまたターゲットドリブ ン の課題のひとつとなっている。 プロデュー サ 

のもとでその 仕事を共にすることで 人材の育成を 図ることが大切であ ると思われるが、 さらにそのための 仕 

組みを作っておくことも 重要であ ると考えられる。 
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